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幾 代
通 教 授 略 雛
福 井 県 福 井 市 に お い て 川 4
東 京 府 立 第 一 小 学 校 四 年 修 了
第 一 高 竿 学 佼 文 科 甲 類 卒 業
東 京 帝 同 大 学 法 学 部 法 律 学 科 入 学
仮 卒 業
同
「 学 徒 出 師 d  に よ り 狸 仰 " 毎 浜 団 に 入 隊 海 軍 一 . 等 水 兵
海 軍 主 計 見 習 尉 竹 オ 庄 ゛ 経 理 学 校 鯏
第 6 1 海 軍 航 空 廠 1 制
東 京 帝 国 大 学 法 学 部 法 律 学 科 卒 業 ・ 法 学 士
海 甲 主 計 少 刷
海 軍 主 寸 中 ↓ 村
予 備 役 編 入 ・ 後 典
来 京 大 学 法 学 部 大 学 院 特 別 釧 究 生 ( 民 法 専 攻 )
文 割 拶 女 π 名 古 屋 大 学 助 敦 授 ( 法 経 学 剖 D
名 古 屋 大 学 助 教 授 ( 法 学 部 ) ( 学 部 改 組 に よ る )
名 古 屋 地 方 鉱 業 協 議 会 委 員 ( ^ 3 5 午 3 月 )
名 古 屋 大 学 教 授 ( 法 学 部 ) に 昇 任
民 法 学 釧 究 の た め ア メ リ カ 合 衆 国 へ 出 張 ( ^ 3 4 年
9  J I  )
央 北 大 学 教 授 ( 法 学 部 ) に 併 任 ( ^ 3 6 年 7 月 )
東 北 大 学 敦 授 ( 法 学 部 ) に 配 靴 換
国 有 財 産 東 北 地 方 審 議 会 委 員 ( ^ 4 6 年 Ⅱ 月 )
法 学 博 士 の 学 位 授 テ
東 北 大 学 評 議 員 ( ^ 4 0 年 3 打 )
民 法 第 三 荊 座 担 任 ( ^ 6 1 年 3 打 )
司 法 試 験 ( 第 二 次 試 験 ) ぢ 誉 枩 員 ( ^ 4 1 年 1 2 月 )
宅 地 審 議 会 妥 員 ( ^ 4 3 年 6 打 )
学 術 審 議 会 専 円 委 員 ( 利 学 研 究 費 分 科 会 ) ( ^ 4 3
年 1 2 村 )
侘 宅 宅 地 密 議 会 妥 貝 ( ^ 5 1 年 7 月 )
昭 和 3 6 年 ( 1 9 6 D
昭 和 3 6 年
昭 和 3 6 年
昭 和 3 7 年 ( 1 9 6 2 )
昭 和 3 8 年  a 9 6 3 )
昭 和 3 8 午
昭 和 3 9 年  a 9 6 4 )
昭 和 4 1 年  a 9 6 6 )
昭 和 4 3 年 ( 1 9 6 8 )
4 円
8  j ]  1  Π
9 打
3 打
4 刀
4 月
I  j ]
フ ナ ]
5  j ]
昭 和 4 3 年
6 刀
昭和"年 a969) 4打
昭和44f
昭和46年(197D
昭和46年
昭和47年 a972)
昭矛叫8年 a973)
昭和49年 a974)
昭和51年(1976)
昭荊馬3年(1釘8)
6貝
1月
9月
12打
101]
3月
3月
4 j]
国家公務員採用上級甲祁試験試験専門委貝(法律)
国家公務員採用上級乙種試験試験専門委員(法律)
(^44午8j])
経洗審議会廊時委貝(^45年10打)
司法試験(第二次試験)考査委貝(ーー48年12打)
民事行政審議会妥員(ーー蝿年9月)
法制宗議会民法部会委員(^現在)
日木私法学会理1打(ーー・50年10月)
民小:行政審議会委員(^51年2月)
宮城県地方労働委員会妥n (^57年3月)
東北大学法学部長(^55年3jD
東北大学評;熊員(^55年3ナ1)
東北大学大学院法学研究科長(^郭年3月)
士地鑑定委員会委員(^現在)
日木私法学会理事(・ーー・58年10月)
仙台地方波判所鱒易裁判所刊事推膿委員会委員
(^60年12月)
学術密議会専門委員(科学研究賓分科会)(^現
在)
民事行政審議会委員(^現在)
東北大学散授停年進官
昭和56年
昭和56年
昭和57年
a98D 7jj
10河
a982) 12河
昭和59年(1984) 2河
昭和60年(1985)
昭和61年 a986)
9見
3 j131日

昭和29年
民法総則(法学新書)
物権法(法学新書)
昭和30年
担保物権法(法学新書)
昭和31年
敷金(総合判例研究叢当・民法dD
昭和32年
不動産登記法(法律学全粂25)
昭和33年
消滅時効の起算点(総合判例研究叢書・民法侶D
時効の中断(総合判例研究叢書・民決8D
昭和39年
民法の基礎知識(鈴木禄弥・広中俊雄の両氏占共箸)
自習民法33問 U扣藤一・郎・鈴人禄弥・山主政毛の諸氏と共著)
昭和41年
抵当(経営法学全集9)
昭和"年
民法総則(現代法律学全集)
昭和46年
不動産登記法新版(法律学令染25-1D
昭和48年
不動産登記法の研究
昭和51年
日常法律入門(外尾健一・林屋礼二・菅原菊,志・望打礼丁'.郎・
加際永・ーの諸氏と共著)
昭和52年
不法行為(現代法学令染20Ⅱ)
昭和54年
登記請求権・実体法と手続法の交錯をめぐってーー・
著書
著 作 目 録
法文社
法文村
法文社
有斐閣
有斐閣
有斐閣
有斐閣
有斐開
有斐閣
ダイヤモント社
青林冉院新社
有斐閣
一粒社
有斐閣
筑摩書房
有斐閣
2昭 和 5 6 年
全 訂 第 一 版 ・ 民 法 案 内 3 - 1 物 権 ( 我 妻 栄 原 著 の 補 訂 )
全 訂 第 ・ 一 版 ・ 民 法 案 内 3 - 2 物 権 ( 我 妻 栄 原 著 の 補 訂 )
昭 和 5 9 年
全 訂 第 一 版 ・ 民 法 案 内 2 民 法 総 則 ( 我 妻 栄 原 著 の 補 言 D
Ⅱ
昭 和 4 1 年
注 釈 民 法 ⑮ 消 費 貸 借 ・ 使 用 貸 借 ・ 賃 貸 借
昭 和 4 2 年
注 釈 民 法 ⑯ 雇 傭 ・ 請 負 ・ 委 任 ・ 寄 託
昭 和 4 4 年
不 動 産 売 買 の 法 律 相 談 ( 山 本 進 一 氏 と 共 伺 編 集 )
昭 和 4 5 年
不 動 産 登 記 先 例 百 逮 ( ジ ュ リ 別 冊 ) ( 宮 脇 幸 彦 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 4 7 年
民 法 入 門 ( 遠 藤 浩 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 5 1 年
不 動 産 登 記 の 法 律 相 談 ( 好 美 清 光 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 馴 年 一 郭 年
不 動 産 登 記 講 座 ( 全 五 巻 ) ( 宮 脇 幸 彦 ・ 賀 集 唱 ・ 枇 杷 田 泰 助 ・
吉 野 律 j ・ 浦 野 雄 幸 の 諸 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 弱 年
現 代 家 庭 法 律 大 事 典 仂 n 藤 一 郎 ・ 遠 藤 浩 の 両 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 5 7 年
判 伊 卜 先 例 コ ン メ ン タ ー ル ・ 不 動 産 登 記 法 ( 全 三 巻 )
( 浦 野 雄 幸 氏 と 共 同 編 集 )
昭 和 5 8 年
不 動 産 物 権 変 動 の 法 理 ( ジ ュ リ 増 刊 )
編 誓
・ 一 粒 社
・ 一 粒 社
・ 一 粒 社
有 斐 閣
有 斐 閣
Ⅲ
昭 和 2 5 年
住 宅 実 態 調 査 報 告 一 一 台 東 区 竹 町 の 場 合 一
( 有 泉 亨 ・ 藤 田 若 雄 の 両 氏 と 共 同 執 筆 )
論 文 等 ( 掲 載 誌 略 語 凡 例 は 末 尾 に )
有 斐 閣
有 斐 閣
有 斐 閣
有 斐 閣
日 本 評 論 社
第 一 法 規
三 省 堂
有 斐 閣
法 時 2 2 巻 5 号
昭和26年
法協68巻7号,8号英法における不動産取引法と登記制度(ー)(ニ)
曹時3巻5号宅地賃借権の対抗要件
^最近の下級審判決によせて^
名法1巻2号「権利濫用」について
昭和27年
曹時4巻2号居住権に関する比較法的研究(イギリス)
法時24巻3号登記制度の比較法的研究(イギリス)
昭和28年
私法9号不動産登記制度改正の問題点(イギリス・アメリカ)
金融9号英国における社債発行と担保制度
^今後問題となる浮動担保の紹介^
昭和29年
法時26巻12号1954年・学界回顧(民法)
昭和30年
不動産登記と公信力ーーひとつの立法論^
月賦販売の法律構造
不動産登記と公信力
昭和31年
不動産登記の公信力について
櫂災都市借地借家臨時処理法第2条・第3条により設定ま九は
讓渡された借地権の対抗力
借地権の物権化
昭和32年
不法行為としての名誉穀損
^最近の判例にみる若干の問題^
登記官吏の審査権小論
使用貸借・賃貸借
名誉盤損につき謝罪広告を命ずる判決
我妻栄先生還暦記念・損害賠償貰任の研究(上)(有斐閣)
登記研究 100号
判評4号
3
ジュリⅡ7号
法時29巻 6号
昭和33年
債務者死亡による根抵当契約の存続問題
^相続人に対する根抵当契約の同一性についてーー
借地借家法(イギリス法)
有泉亨編.借地借家法の研究^比較法的秀察^・(東京大学出版会)
民研3号
法セ19号
金融 162 号
名法3巻1号
法時27巻3号
私法玲号
4昭 和 3 4 年
ア メ リ カ の 裁 判 , 裁 判 所 な ど
^ ・ 見 た り 聞 い た り ー 一 住 } ②
チ ケ ッ ト を 利 用 す る サ ラ リ ー マ ン 金 融 の 法 律 問 題
昭 和 3 5 年
役 所 , 書 類 , 印 鑑
ア メ リ カ 不 動 産 権 原 保 険 会 社 な と
C I V I ]  L a w
地 面 師 と 不 動 産 取 引 事 故
権 利 証
相 続 欠 格
物 権 行 為
物 権 変 動
昭 和 3 6 年
地 震 売 買 と 権 利 の 濫 用
住 宅 協 同 組 合
モ デ ル 小 説 と プ ラ イ バ シ ー 問 題
不 動 産 登 記 法 の 改 正 点 に つ い て
昭 和 3 7 年
所 有 権 と 権 利 濫 用
C I V I ]  L a w
割 賦 売 買 ^ 所 有 権 留 保 売 買 ^
書 斎 の 窓 7 5 号
民 研 3 3 号
T h e  J a p a n  A n n u a ]  o f  L a w  a n d  p o l i t i c s ,  N O . 8
判 評 2 6 号
ジ ュ リ  2 0 3  号
中 川 筈 之 助 教 授 還 暦 記 念 ・ 家 族 法 大 系 Ⅵ 相 続 山 ( 有 斐 閣 )
末 川 博 ほ か 編 ・ 民 事 法 学 辞 典 ・ 下 巻 ( 有 斐 閣 )
同 上
判 時 2 0 3 号 , 2 0 4 号
不 動 産 登 記 の 手 続 的 有 効 要 件
昭 和 3 8 年
合 意 に 相 当 す る 審 判 の 制 度
^ そ の 実 態 調 査 と 解 釈 論 一 ー ( 上 ) ( 下 ) ( 執 筆 分 担 )
不 動 産 取 引 と 公 信 の 原 則
法 律 行 為
登 記 請 求 権 に お け る 実 体 法 と 手 続 法
ジ ュ リ  1 9 1 号
半 鳴 怜 4 号
有 泉 亨 編 ・ 集 団 住 宅 と そ の 管 理 ( 東 京 大 学 山 版 会 )
法 時 3 3 巻 5 号
日 本 弁 護 士 連 合 会 昭 和 3 5 年 度 研 修 叢 書
ジ ュ リ ・ 法 学 教 室 3 号
T h e
J a p a n  A n n u a ]  0 {  L a w  a n d  p o l i t i c s ,  N O . 1 0
松 坂 佐 一 ・ 西 村 信 雄 ・ 舟 橋 諄 一 ・ 柚 木 馨 ・ 石 本
雅 男 先 生 還 暦 記 念 ・ 契 約 法 大 系 Ⅱ ( 有 斐 閣 )
民 研 6 5 号
ア メ リ カ 法 に お け る 名 誉 殿 損 と  F a i r  c o m m e n t
^ 事 実 の 真 実 性 証 明 に 関 し て ^
末 延 三 次 先 生 還 暦 記 念 ・ 英 米 私 法 論 集 ( 東 京 大 学 出 版 会 )
昭 和 3 9 年
C Ⅳ i l  L a W  1 9 6 1 - 6 3
ジ ュ リ ・ 法 学 教 室 7 号
法 セ 8 8 号
民 商 4 9 巻  1 ・ 号 , 2 号 , 4 ・ 号 , 5 6
巻 4  号 , 5  号 , 6  号 , 5 7 巻  3  号
ジ コ _ リ  2 7 0 号 , 2 7 1 号
T h e  J a p a n  A n n u a ]  o f  L a w  a n d  p o l i t i c s ,  N O . 1 2
不動産相続登記の突態
農地買収による所有権取得と民法177条
<書評>金山正信著「物権法総論」
昭和40年
不動産登記の公信力問題に関する若干の補論
不法行為
物権変動と悪意の第三者
登記請求権とは何か
借地権の譲渡ないし転貸をめぐる対抗問題
民法723 条(注釈)
昭和41年
民法605 条(注釈)
建物保護法(注釈)
借家法1条(注釈)
アメリカにおける建物区分所有(condominium)について
沈黙の自由(民法ノート)
現代における住居と法
解除と第三者(民法ノート)
債務不履行による得べかりし利益の喪失(民法ノート)
昭和42年
履行不能と受領不能(民法ノート)
<翻訳>ゼラマイヤー「ひとつの判決が生まれるまで」
(望j、]礼二郎氏と共訳)
東北法学会雑誌N号
法律講座・民法課程教科書(日本通信学園)
ジュリ・続学説展望
判夕 177号
民研 100号
注釈民法⑲(有斐閣)
法学28巻2号
判評70号
法時36巻8号
注釈民法⑮(有斐閣)
同上
同上
米法1966-1
法セ 123号
講座「現代法」第8巻「現代法と市民」(岩波書店)
法セ 126号
法セ 129 号
5
雇傭・請負・委任・寄託^序説
民法623条(注釈)
民法624条(注釈)
民法能5条(注釈)
司法試験制度に関する若干の感想
ーー短答式一倫文式試験の問題点^
谷口知平=加藤・一郎編・新民法演習2物権(有斐閣)登記請求権
昭和43年
建物保護法による対抗力の及ぶ借地の範囲
虚偽表示に対する善意の第三者と登記
不動産登記法^わが国登記制度の現状と将来^
日本司法き1士会連合会・全国研修会叢書(第2回)
ジュリ 363号,364号,365号,
366号,3釘号,368号,369号
注釈民法⑯(有斐閣)
法セ 132号
法セ 138号
法学31巻4号
民研 132号
?????
6昭 和 U 年
< 紹 介 >  s a x  &  H i s t a n d ,  s l u m l o r d i s m  a s  a  T o r t
< 翻 訳 > コ ム ・ モ ー リ イ = ジ ョ ン 「 香 港 の 婚 姻 お よ び 雛 婚 法 」
宮 崎 孝 治 郎 編 ・ 新 比 較 婚 姻 法 Ⅵ ( 勁 草 書 房 )
注 釈 民 法 ⑰ ( 有 斐 閣 )
ホ テ ル ・ 旅 館 宿 泊 契 約 ( 平 田 春 二 氏 と 共 同 執 筆 )
昭 和 4 5 年
他 の 法 分 野 と の 立 体 的 な 連 繋 を
( 法 学 入 門 = 私 の 講 義 か ら ,
民 法 ( 総 則 ・ 物 権 ) )
遠 藤 浩 ほ か 編 ・ 民 法 ⑥ 契 約 各 論
組 合
金 沢 良 雄 ほ か 編 ・ 住 宅 問 題 講 座 3 住 宅 関 係 法 Ⅱ
不 動 産 登 記
登 記 請 求 権 の 一 断 面
甲 乙 丙 と 順 次 所 有 権 移 転 登 記 が あ る と き , 甲 の 丙 に 対 す る 抹 消
登 記 判 決 に よ り , 乙 が 丙 の 登 記 の 抹 消 を 申 請 す る こ と の 可 否
り ・ 不 動 産 登 記 先 例 百 選
シ ュ
昭 和 4 6 年
< 座 談 会 > 不 動 産 登 記 実 務 の 問 題 点
( 遠 藤 浩 ・ 神 山 善 太 ・ 桜 井 正 雄 ・ 平 田 茂 ・ 俣 野 幸 太 郎 の 諸 氏 と )
法 律 行 為 の 取 消 と 登 記
ジ ュ リ ・ 供 託 先 例 百 選
民 研  1 8 2  号
登 記 請 求 権
民 法 3 7 2 条
於 保 不 二 雄 先 生 還 暦 記 念 論 文 集 ・ 民 法 の 基 礎 的 課 題 ( 上 ) ( 有 斐 閣 )
遠 藤 浩 ほ か 編 ・ 不 動 産 法 大 系 ・ 第 4 巻 「 登 記 」  C 占 林 書 院 新 社 )
( 抵 当 権 の 不 可 分 性 , 物 上 代 位 性 な ど )
別 冊 法 セ ・ 基 本 法 コ ン メ ン タ ー ル 民 法 1 ( 日 本 評 論 社 )
昭 和 4 7 年
不 当 禾 噺 昇 の 返 還 債 務 の 供 託 と 利 息 提 供 の 額
登 記 申 請 手 続 上 の 「 登 記 権 利 者 」 「 登 記 義 務 者 」
^ 民 法 の 一 部 改 正 を 機 緑 と し て ^
謝 罪 広 告
米 法 1 9 6 8 - 2
有 泉 亨 監 修 ・ 現 代 損 害 賠 償 法 講 座 2  ( 名 誉 ・ プ ラ イ バ シ ー ) ( 日 本 評 論 社 )
書 斎 の 窓 2 1 5 号
法 律 用 語 と 日 常 語
米 法 1 9 7 2 - 2
K i n e  v . 1 5 0 O  M a s s a c h u s e t t s  A v e n u e  A p a r t m e n t  c o r p . ,
4 3 9  F . 2 d  4 7 フ ( D . C . c i r . 1 9 7 の ^ 家 主 に よ る 借 家 人 の 安 全
保 護 義 務 違 反 に つ い て
昭 和 4 8 年
・ 法 学 教 室 < 第 2 期 > 2 号
< 座 談 会 > 民 法 の 盲 点 ( 遠 藤 浩 寸 扣 藤 ・ 一 郎 の 両 氏 と ) ジ ュ リ
不 法 行 為 に お け る 損 害 の 種 類 一 一 財 産 的 損 害 , 精 神 的 損 害 , 無
民 研 2 0 0 号
形 損 害 な ど を め ぐ っ て ^
法 セ  1 7 0 号
( 有 斐 閣 )
( 有 斐 閣 )
私 法 3 2 号
実 務 法 律 時 報 3 号
昭和49年
わが師我妻栄先生
仮登記上の権利の処分とその登記
香川保一編・不動産登記の諸問題(登記研究300号記念)上
判評 187・号政治的意見広告と名誉殿損
ーー日本共産党対サンケイ新聞事件をめぐって^
有泉亨=四宮和夫=遠藤浩=唄孝・ー=我妻洋編・指導教官としての先生
追想の我妻栄^険しく遠い道^(一粒社)
昭和50年
条解不動産登記法 NBL 79号,81号,83号,85号,89号,91・号,93号,鮖号,97号,
99号,101号,103号,105号,107号,109号,111号,113号
法学39巻2号滅失建物の所有名義人に対する滅失登記請求権
^登記請求権の一場面^
共産党の「反論権」を批判する
売買契約当事者間における取得時効
水本浩=高木多喜男編・民法300題^民法演習ノ
割賦払債務と消滅時効の起算点
<書評>吉野衛著・注釈不動産登記法総論
物権変動と登記の意義^悪意の第三者と登記
(学会シンポジウムにおける報告)
新聞による名誉殿損と反論権
ジュリ臨時増刊・我妻法学の足跡
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昭和馴年
<座談会>中川先生の人間を語る(泉久雄・遠藤浩・加藤・一郎・
勝本正晃.斎藤秀夫・宮沢俊義・柳瀬良幹の諸氏と)
法セ臨時増刊・中川善之助^人と学問一ー・
士地住宅問題58号
私法謁号
住宅問題と士地政策巻頭言
リース^その実態と法的構造^
リース取引をめぐる解釈問題^その 1・内部関係
(学会シンポジウムにおける報告)
登記請求権^登記義務に関する特約の効力
幾代通ほか編・不動産登記講座1
我妻栄先生追悼論文集・私法学の新たな展開(有斐閣)
登記とはどんなものか
林良平=石田喜久夫編・不動産登記の基礎
登記申請の受付と形式的審査
正論1975年4月号
(青林害院新社)
同上
トーー(有斐閣)
伺上
民商72巻 4号
私法37号
実用編
(日本評論社)
8民 法 9 4 条 2 項 の 類 推 適 用 と そ の 限 界 に つ い て 述 べ よ
奥 田 昌 道 ほ か 編 ・ 民 法 学 1 < 総 論 の 重 要 問 題 > ( 有 斐 階 D
昭 和 5 2 年
新 聞 と 反 論 権 ・ ア ク セ ス 権 米 法 1 9 7 6  2
右 田 宮 ・ 久 火 編 ・ 民 法  1  総 則 ・ 物 権 判 例 と 学 説 2 ( 日 本 評 論 社 )
取 消 と 登 記
銀 行 取 引 と 時 効 ( 上 野 芳 昭 氏 と 共 同 執 筆 )
加 藤 一 郎 = 林 良 平 = 河 本 一 劇 愉 お ・ 銀 行 取 引 法 講 座 < 巾 > ( 金 融 財 政 事 恬 研 究 会 )
家 賃 制 度 の 現 状 と あ り 方 ジ ュ リ 増 刊 ・ 現 代 の 住 宅 問 題
士 地 不 法 占 拠 の 貞 任 と 建 物 登 記
曹 時 2 9 巻 H 号
昭 和 船 年
海 而 と 士 地 所 有 権 民 研 2 5 0 号
強 迫 に よ る 取 消 と 無 効
民 松 演 習 1 総 則 ( 有 斐 閣 )谷 口 知 平 = 加 藤 ・ 浪 " 編 ・ 新 版 ・
< 座 談 会 > 不 動 産 登 記 の 先 例 と 理 論 壺 記 先 例 解 説 条 1 8 巻 4 号
( 林 良 平 ・ 吉 野 銜 ・ 清 水 湛 ・ 胡 「 _ 1 - ・ 郎 ・ 大 坪 ラ タ 太 郎 の 諮 氏 と )
昭 和 5 4 年
不 法 行 為 理 論 の 展 望 ^ 共 同 不 法 行 為 私 法 4 1 号
( 学 会 シ ン ポ ジ ウ ム に お け る 報 告 )
遺 贈 と 登 記
小 川 善 之 助 先 生 追 悼 ・ 現 代 家 族 法 大 系 5  ( 有 斐 儒 D
昭 和 弱 年
< 座 談 会 > 財 産 法 の 今 日 的 課 題
ロ ー ' ・ ス ク ー ノ レ ( T h e  L a w  s c h o o D  1 6 号
U Ⅱ 橋 諄 一 寸 川 藤 一 ・ 郎 ・ 佐 藤 歳 、 三 ・ 野 本 赦 f 弘 ・ 加 藤 雅 信 の 諸 氏 と )
物 権 変 動 の 法 理 ( 総 i 棚
法 セ  3 0 4 号
一 民 法  1 7 7 条 の 法 ぎ 井 蒜 成 お よ び 第 三 者 の 辨 意 ・ 悪 意 の 問 題 一 ・ ・ ・
< 怯 諺 散 歩 > な に び と も , 内 己 が 有 す る 以  E の 権 利 を 他 人 へ 讓
法 セ  3 俳
エ コ
渡 す る こ と は で き な い
昭 和 5 6 年
小 問 省 略 登 記 の 効 力 に つ い て
民 研  2 8 6 号
< 座 談 会 > 区 分 所 有 関 係 登 記 の 現 状 と 改 正 の 方 向 金 融  9 6 6 ・ 弓
「 区 分 所 有 関 係 登 記 制 度 改 善 試 樂 大 綱 」 を め ぐ っ て ^
仂 n 藤 ・ ・ ・ 郎 ・ 鈴 木 正 和 ・ 清 水 湛 ・ 肖 山 正 明 ・ 松 尾 英 火 ・ 伊 藤
孝 三 ・ 藤 谷 定 勝 の 諸 氏 と )
名 法 認 号 ( 三 宅 正 男 教 授 退 官 記 念 論 文 集 )死 者 の 名 誉 を 股 損 す る 言 説 と 不 法 行 為 貞 仟
< 座 談 会 > リ ー ス 取 引 実 務 の 現 状 と 法 的 再 検 討
釡 融 9 7 7 号
G 別 東 省 ' ・ 1 岡 部 真 純 ・ 白 人 武 男 ・ 日 野 駿 の 渚 氏 と )
昭 和 5 7 年
権 利 に 関 す る 史 正 登 記 雑 老
民 研 3 0 2 号
通謀虚偽表示に対する善意の第三者と登Z己^補論
林良平先生還暦記念・現代私法学の課題と展望・下(有斐閣)
加藤一郎ほか編.不動産と家族(法律読本シリーズ2)(第一法規)
谷日知平=加藤一郎編・新版・判例演習民法2物権(有斐階D
不動産法
中問省略登記
昭和58年
不動産鑑定1983年6月号不動産鑑定と現実の取引価格巻頭言
総理府交通安全対策室監修・交通安全15号死亡事故における慰籍料請求権
昭和弱年
月刊怯学教室43・号善意転得者保護制度における絶対的構成と相対的構成(民法ノ
ト①)
月刊法学教室4号10年取得時効と占有承継(民法ノート②)
月刊法学教室45号士地と地上建物の関係
^民法94条2項をめぐって^(民法ノート③)
民研327 号共有持分権に対する用益権の設定と登記
法時56巻8号災害と法^実態調査レポート・4^宮城県沖地震
月刊法学教室47号留置権をめぐって(民法ノート④)
法学48巻 3号民事上の正当防衛・緊急避難と第三者被害
月刊法学教室48号法定代理と表見代理(民法ノート⑤)
慰謝料請求権の相続性と近親者固有の慰謝料請求権
(財)交通事故紛争処理センター創立10周年記念
論文集・交通事故損害賠償の法理と実務
同上幼児と過失相殺,過失相殺における被害者の範囲
月刊法学教室49号非財産的損害について
^名誉毅損の場合などをめぐって^(民法ノート⑥)
季刊実務民事法7号<随筆>登記籍今昔
月刊法学教室50号共有持分権の上の担保物権と共有物分割(民法ノート⑦)
昭和60年
月刊法学教室52号裏がえしの対抗問題?
^建物所有による士地不法占拠と,建物所有登記の関係^
(民法ノート⑧)
月刊法学教室53号債権者遅滞(受領遅滞)(民法ノート⑨)
「共伺不法行為」について任)②侶)(民法ノート⑩⑪⑫)月刊法学教室55号,56号,57号
債権の準占有者への弁済保護制度と表見代理制度(民法ノート⑬)月刊法学教室62号
米倉明=岩城謙二=清水湛=米津稜威雄・担保と不動産登記
谷口安平編・金融担保法講座1(筑摩書房)
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1 0
Ⅳ
判 例 批 評 ・ 判 例 研 究 等
( 掲 載 誌 略 語 凡 例 は 末 尾 に )
昭 和 2 4 年
仮 の 地 位 を 定 め る 仮 処 分 と 所 有 権 の 疏 明
( 最 判 昭 2 3  ・  4  ・ 1 7 , 民 集  2  - 4  - 8 9 )
郵 送 遅 延 と 訴 訟 行 為 追 完 事 由 ( 菊 井 維 大 氏 と 共 同 執 筆 )
東 大 判 例 研 究 会 ・ 判 例 研 究 2 巻 3 号
( 最 判 昭 2 3  ・  5  ・  6 , 民 集  2  - 5  - 1 0 9 ),
( 判 民 昭 和 2 3 年 度 6 事 件 )
昭 和 2 5 年
あ る 地 番 号 の 一 筆 の 士 地 の 所 有 権 移 転 登 記 の 効 力 の 及 ぶ 範 囲
( 広 島 高 判 昭 2 3 ・ フ ・ 2 1 , 高 民 集  1 - 2 - 1 5 2 ) 東 大 判 例 研 究 会 ・ 判 例 研 究 2 巻  5 号
昭 和 2 6 年
相 続 回 復 請 求 権 消 滅 の 九 め の 2 0 年 の 期 問 の 起 算 点
( 最 判 昭 2 3  ・  H  ・  6 , 民 集  2  - 1 2 - 3 9 7 )
民 商 2 8 巻 5 号
( 菊 井 維 大 氏 と 共 伺 執 筆 )
東 大 判 例 研 究 会 ・ 判 例 研 究 2 巻 2 号
( 判 民 昭 和 2 3 年 度 4 事 件 )
昭 和 2 7 年
都 市 計 画 区 域 内 に お け る 建 物 築 造 に つ い て の 地 方 長 官 の 許 可 と 櫂 災 都 市 借 地 借 家 臨 時 処 罪
法 に も と づ く 借 地 申 出 の 効 力
( 東 京 高 判 昭 2 4 ・  9  ・  9 , 高 民 集  2  - 2  - 1 7 の
民 商 2 7 巻 1 号
仮 処 分 と そ の 本 案 訴 訟 に お け る 請 求 , 賃 借 権 に 関 す る 本 権 の 訴 と 占 有 権 の 訴 と の 請 求 の 基
礎 の 伺 一 性
民 商 2 7 巻 2 号
( 東 京 高 判 昭 2 4 ・ 1 0 ・  2 0 , 高 民 集  2  - 2  - 2 1 6 )
催 災 都 市 借 地 借 家 臨 時 処 理 法 第 N 条 の 賃 借 の 申 出 に よ り 設 定 さ れ 九 建 物 賃 借 権 の 効 力
民 商 2 7 巻 5 号
( 最 判 昭 2 5 ・  1  ・ 1 7 , 民 集  4  - 1  一 わ
,
昭 和 2 8 年
櫂 災 都 市 惜 地 借 家 臨 時 処 理 法 第 2 条 第 1 項 但 書 に い わ ゆ る 権 原 に よ る 士 地 使 用 者 の 意 義 ^
土 地 の 無 断 転 借 人 と 右 に い わ ゆ る 権 原 に よ る 土 地 使 用 者
民 商 2 8 巻  1 号
( 最 判 昭 2 6  ・  4  ・ 1 2 , 民 集  5  - 5  - 2 2 8 )
建 物 賃 貸 借 の 法 定 更 新 と 解 約 の 申 入 れ
民 商 2 8 巻  3 号
( 最 判 昭 2 7 ・  1  ・ 1 8 , 民 集  6  - 1  -  D
( 我 妻 栄 氏 と 共 同 執 筆 )
東 大 判 例 研 究 会 ・ 判 例 研 究 2 巻 7 号
( 判 民 昭 和 2 3 郁 度 2 7 事 件 )
昭 和 2 9 年
民 法 Ⅱ 0 条 の 表 見 代 理 に あ 九 ら な い 1 事 例
( 最 判 昭 2 7  ・  1  ・  2 9 , 民 集  6  - 1  - 4 9 )
賃貸借契約の当事者のー・方に著しい不偏行為があった場合の契約の解除と確告の要否
民商28巻6号(最半1川召27 ・ 4 ・ 25,民集 6 -4 -・45D
内容条件の定めなき農地賃借権設定の裁定
民商29巻5号(最半Ⅲ珸28 ・ 6 ・19,民集 7 -6 -74D
昭和30年
土地使用収益飼的債権による妨害排除請求
民商30巻4号(最半卵召28 ・ 12 ・ 14,民集 7 -12-140D
先代たる登記名簑人に対する農地買収処分の効力
民商30巻6号(最半1」昭29 ・ 1 ・ 22,民集 8 -1 -172)
主九る債務の取消と保証人
判民昭和20年度2事件(最判昭20 ・ 5 ・ 21,大民集24-1 -9)
賃貸借の規定の適用が否定され九貸店契約のL打例
判評2号(最半1川邵0 ・ 2 ・ 18,民集 9 -2 -179)
櫂災都市借地借家臨時処兜法第2条第1項侶書にいう「建物を築造するにっいて許可を必
要とする場合」の意義
民商31巻 6号(最半卵召29 ・フ・ 6,民集8 -フ-1329)
昭和31年
進駐軍の接収使用中の士地にっいて存する対抗要件を缺く賃借権とその対抗力(平田春二
氏と共同執筆)
民商33巻2号(最判昭30 ・ 3 ・17,民集 9 ・-3 -307)
戦時櫂災都市物権令第4条第4項の趣旨
民商33巻4号(最判昭30 ・ 5 ・ 24,民集 9 ・・・ 6 -763)
櫂災都市佶地借家臨時処理法第2条による借地権の対抗力の存続期間
民商34巻3号(最半11昭30 ・ 10 ・ 18,民集 9 -11-1633)
昭和32年
不動産登記法第4条にいわゆる「登記済証力滅失シタルトキ」の意義,保証書による登記
申請か本来許されない場合にこれに基づきなされた登記の効力
民商35巻 2 号(最半1」昭31・フ・ 17,民集10-フ-856)
仮設建築物の建築の許可と櫂災都市借地佶家臨時処理法第2条第リ則H書後段にいう建物
築造の許可
民商35巻4号(最半!」昭31・10 ・ 30,民集10 10-・1339)
仮登記の効力(仮登記を本登記にする場合の手綺D
判評10号(最判昭32 ・ 6 ・18,民集11-4 -108D
昭和33年
中間処分後に仮登記を本登記にする方法
(最半卵召32 ・ 6 ・フ,民集11-6 ・・船6)
H
民商36巻6号
1 2
昭 和 3 5 年
璃 庇 あ る 登 記 申 請 に 基 づ い て な さ れ た 登 記 の 効 力
( 最 判 昭 3 4  ・ フ ・ 1 4 , 民 集 1 3 - フ - 1 0 0 5 )
宇 奈 月 温 泉 事 件 ^ 権 利 の 濫 用 一 ー
( 大 判 昭 1 0  ・ 1 0  ・  5 , 大 民 集 1 4 - ・ 2 2 - 1 9 6 5 ),
法 定 地 上 権
( 大 判 大 1 2  ・ 1 2  ・ 1 4 , 大 民 集  2  - 1 2 - 6 7 6 )
昭 和 3 6 年
中 間 者 の 同 意 な し に し た 中 問 省 略 登 記 の 効 力
( 最 半 卵 召 3 5  ・  4  ・  2 1 , 民 集 1 4 - 6  - 9 4 6 )
抹 消 登 記 の 申 請 を 登 記 権 利 者 単 独 で な し 得 る と さ れ 九 事 例
( 最 半 1 川 召 3 5  ・ フ ・  1 4 , 民 集 1 4 - 9  - 1 7 5 5 )
仮 登 記 に 本 登 記 的 効 力 が 認 め ら れ 九 事 例
( 東 京 地 判 昭 3 6 ・  6  ・ 1 7 , 半 卵 寺 2 6 6 - 2 の
昭 和 3 7 年
順 次 に な さ れ た 所 有 権 移 転 の 無 効 と 抹 消 詰 求 権 者
( 最 判 昭 3 6  ・  4  ・ 2 8 , 民 集 1 5 - 4  - 1 2 3 の
民 法 Ⅱ 0 条 の 基 本 代 理 権 が 認 め ら れ な か っ た 事 例
( 最 半 1 」 昭 3 5  ・  2  ・ 1 9 , 民 集 1 4 - 2  - 2 5 の 法 学 2 6 巻 2 号
名 義 人 を 異 に す る 二 電 登 記 が あ る 場 合 , 爾 後 の 登 記 申 諸 の 受 理 を 拒 否 す る こ と の 適 否
( 最 半 Ⅲ 1 召 3 7  ・  1  ・  2 3 , 民 集 1 6 - 1  - 1 1 の 判 評 4 8 号
登 記 の 欠 缺 を 主 張 す る 正 当 な 利 益 を 有 す る 第 三 者 に あ た ら な い 事 例
民 商 4 6 巻 5 号( 最 判 昭 3 6  ・ 1 1 ・  2 4 , 民 集 1 5 - 1 0 - 2 5 5 4 )
昭 和 3 8 年
動 機 の 不 法
( 大 半 1 」 昭 1 3  ・  3  ・  3 0 , 大 民 集 1 7 - 6  - 5 7 8 )
柚 木 馨 ほ か 編 ・ 判 例 演 習 ・ 民 法 総 則 増 補 版
民 商 4 8 巻 6 ・ 号
民 商 4 1 巻  6 ・ 号
ジ ュ リ  2 0 0 ・ 号
ジ ュ リ ・ 続 判 例 百 選
登 記 申 請 書 類 の 不 備 と 登 記 の 効 力
( 最 判 昭 3 7  ・  9  ・  1 3 , 民 集 1 6 - 9  - 1 9 1 8 )
昭 和 3 9 年
親 権 者 の 債 務 の 担 保 の た め 未 成 年 者 の 不 動 産 に 抵 当 権 を 設 定 す る 特 別 代 理 人 の 選 任 審 判 に
お け る 被 担 保 債 権 額 表 示 の 要 否 一 ー こ の 特 別 代 理 人 に よ る 根 抵 当 権 設 定 の 権 限 の 有 無
法 学 2 8 巻 1 号( 最 判 昭 3 7  ・  2  ・  6 , 民 集 1 6 - ・ ・ 2  ・ - 2 2 3 ),
偽 造 の 登 記 申 請 委 任 状 に よ っ て な さ れ た 登 記 が 有 効 と さ れ ナ こ 事 例 ^ 登 記 申 請 行 為 と 表 見
代 理
Q 畏 判 昭 3 7 ・  5  ・ 2 4 , 民 集 1 6 - フ - 1 2 5 D 法 学 2 8 巻  2 ・ 号
民 商 心 巻 5 号
民 商 " 巻 2 号
東 北 法 学 会 雑 誌 Ⅱ 号
民 商 4 5 巻 5 号
仮登記の効力
民商50巻6号(最判昭謁・10 ・ 8,民集17-9 -1182),
昭和40年
不法に抹消された強制競売申立の記入登記の回復登記と登記上利害の関係を有する第三者
の承認義務
民商52巻 3・号(最半Ⅲ昭39 ・フ・10,民集18-6 -1Ⅱの
民法Ⅱ0条の表見代理の成立要件たる基本代理権は私法上の行為についての代理権である
ことを要するか
法学毛9巻3号(最判昭39 ・ 4 ・ 2,民集18-4 -497),
昭和41年
預金契約と虚偽表示
ジュリ・銀行取引判例百選(大半11昭 9 ・ 5 ・ 25,大民集13-11-829)
一部弁済と代物弁済の予約完結権の行使
判評89号(最判昭40 ・12 ・ 3,民集19-9 -207D,
民法109条の表見代理人が権限を瑜越し九場合と同Ⅱ0条の適用の有無
法学30巻2号(東京高判昭39・ 3 ・ 3,高民集17-2-8の
娠補賠償額の決定
ジュリ・売買(動産)判例百逃(大判昭15・ 3 ・13,大民集19-フ-53の
中問省略の登記を求める請求の許否
民商54巻4号(最判昭40 ・ 9 ・ 21,民集19-6 -156の
実体関係に符合する無効の登記
ジュリ・不動産取引判例百選増補版(最半lj昭29 ・ 1 ・ 28,民集8 -1 -276)
抵当権設定登記等につき移転の付記登記ある場合の抹消登記義務者
判評94号(東京地判昭40・11・ 30,判時444-82)
無免許運送事業の経営により得,べかりし営業利益喪失を理由とする損害賠償請求を認容し
九事例
法学30巻4号(最判昭39 ・ 10 ・ 29,民集18-8 -1823)
昭和43年
不動産登記法第49条第2号の「事件力登記スヘキモノニ非サルトキ」の意義
民商57巻6号(最判昭42・ 5 ・25,民集21-4 -95D
昭和U年
偽造登記済証による登記申請と登記官の過失等
民商60巻2号(最半1」昭43 ・ 6 ・ 27,民集22-6 -1339)
昭和45年
権利移転の付記登記と主登記の抹消登記義務者
民商62巻2号(最判昭44 ・ 4 ・ 22,民集23-4 -815)
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昭 和 4 6 年
名 誉 毅 損 の 過 失 貨 任 性
ジ ュ リ ・ マ ス コ ジ 判 例 百 選
q 山 台 地 半 1 川 召 3 4  ・  5  ・  2 1 , 判 時 2 0 5 - ・ 2 4 )
錯 誤 無 効 を 第 三 者 が 主 張 し う る 場 合
民 商 6 4 巻 2 号
( 最 * 1 N 召 4 5  ・  3  ・  2 6 , 民 集 2 4 - 3  - 1 5 D
不 動 産 を 買 受 け 九 者 が 抵 当 権 お よ び 停 止 条 件 付 代 物 弁 済 契 約 上 の 権 利 を 有 す る も の と し て
抵 当 権 設 定 登 記 お よ び 所 有 権 移 転 請 求 権 保 全 の 仮 登 記 を 経 由 し 九 場 合 と 第 三 者
判 評  1 4 8 号
( 最 半 1 1 昭 4 5  ・  H  ・  1 9 , 民 集 2 4  - 1 2 - 1 9 1 6 )
民 法 7 2 3 条 に い う 名 誉 の 意 義
判 夕  2 6 4 号
( 最 半 1 」 昭 4 5  ・  1 2  ・  1 8 , 民 集 2 4 - 1 3 - 2 1 5 D
昭 和 4 7 年
建 物 の 合 棟 ・ 合 体 と 登 記
判 夕  2 8 2 号
( 名 古 屋 地 判 昭 U  ・ 1 0 ・  3 , 昭 4 3  ( 行 ウ ) 第 6 4 号 )
昭 和 4 8 年
敷 金 の 被 担 保 債 権 の 範 囲 お よ び 敷 金 返 還 請 求 権 の 発 生 時 期 一 ー ・ 家 屋 の 賃 貸 借 終 了 後 に お け
る そ の 所 有 権 の 移 転 と 敷 釡 の 承 継 の 成 否 一 一 賃 貸 借 終 了 後 明 渡 前 に お け る 敷 金 返 還 請 求
権 と 転 付 命 令
判 評  1 7 9 号
( 最 判 昭 4 8 ・  2  ・  2 , 民 集 2 7 - 1  - 8 の
昭 和 4 9 年
前 借 金 無 効
ジ ュ リ ・ 民 法 判 例 百 選 1 総 則 ・ 物 権
( 最 半 卵 召 3 0  ・  1 0  ・ フ , 民 集  9  - 1 1 - 1 6 1 6 ),
動 機 の 不 法 と 民 法 9 0 条
同 上
( 大 判 昭 1 3  ・  3  ・  3 0 , 大 民 斗 と 1 7 - 6  - 5 7 8 )
昭 和 5 2 年
消 滅 時 効 の 援 用 が 権 利 濫 用 に あ た る と さ れ 九 事 例
民 商 7 6 巻 2 号
( 最 半 1 佃 召 5 1 ・  5  ・  2 5 , 民 集 3 0 - 4  - 5 5 4 )
昭 和 5 6 年
昭 和 1 7 年 に 記 入 さ れ 九 過 誤 登 記 が 不 登 怯 四 条 第 2 号 に 該 る と し て , 同 登 記 に 基 づ く 登 記 か
昭 和 4 6 午 に 申 詰 さ れ た 時 点 に お い て , 登 記 官 に 同 法 1 4 9 条 な い い 5 1 条 に よ る 職 権 抹 消
手 続 を な す べ き 義 務 が あ る と さ れ 九 事 例
判 評  2 6 7 号
( 福 岡 高 豹 Ⅱ 沼 郭 ・  4  ・  3 0 , 判 時 9 7 9 - 7 2 )
昭 和 5 7 年
尖 体 に 符 合 し な い 債 務 者 の 表 示 と 抵 当 権 設 定 登 記 の 効 力
民 商 8 5 巻 6 号
( 最 判 昭 5 6  ・  2  ・  2 4 , 判 時 9 9 6 - 5 8 )
昭和59年
名誉殴損の被害者が破産し九場合と慰謝料請求権の帰趨
(最半卵召58 ・10・ 6,民集37-8 -104D
掲載誌略語凡例
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名法
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判タ
判評
判民
法協
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民研
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金融法務事恬
ジュリスト
名古屋大学法政論集
判例時報
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判例民事法
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民商91巻3号
